
伊東温泉競輪地域振興事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、自転車競技法（昭和２３年法律第２０９号）第１条第１項の規定に

基づき、自転車競走によって体育事業その他の公益の増進を目的とする事業の振興に寄

与するため、予算の範囲内において伊東温泉競輪地域振興事業補助金（以下「補助金」

という。）を交付するものとし、その交付に関しては、伊東市補助金等交付規則（昭和

３９年伊東市規則第１１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に

定めるところによる。 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、本市に活動拠

点を置き、活動している法人その他の団体であって、次の各号のいずれにも該当するも

のとする。 

⑴ 定款その他これに類するものを有し、当該団体等の運営を明確に定め、かつ、代表

者が明確であること。 

⑵ 市税等を滞納していないこと。（代表者個人のものを含む。） 

⑶ 団体の設立後１年以上の事業実績があること。 

⑷ 営利を目的とした団体でないこと。 

⑸ 団体の会計処理が適正に行われていること。 

⑹ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第６号に規定する暴力団員又は同条第２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接

な関係を有する者でないこと。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、スポーツ

の振興、教育若しくは文化交流若しくは青少年育成又は市民生活の向上等を目的とする

事業とし、競輪事業のイメージアップが市民に見える形で図られるものであることに加

え、次の各号のいずれにも該当するものでなければならない。 

⑴ 市民福祉の向上に寄与すること。 

⑵ 特定の者への利益又は便宜等の供与でなく、広く市民等を対象としていること。 

⑶ 第５条第３項に規定する事業年度内に補助対象事業が完了するものであること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合は、補助金の交付の対象としない。 



⑴ 補助対象事業において、他の地方公共団体その他公の機関から補助金等の交付を受

ける場合 

⑵ 補助対象事業が、過去に補助金の交付を受けた事業と同一の事業である場合 

⑶ 一過性のイベントである場合 

⑷ 政治活動又は宗教活動を目的とする場合 

⑸ 営利を目的としたものである場合 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表に定

めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象事業の実施に要する経費が２００万円未満の場合

は、補助金の交付の対象としない。 

（補助率及び補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の５分の４以内とし、１補助対象事業につき５００

万円を上限とする。 

２ 前項の場合において、算出した補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、

当該端数は切り捨てるものとする。 

３ この補助金は、申請日の属する年度の翌年の４月１日から当該年度の３月３１日まで

とし、同一の補助対象者に交付することができる補助金は、１事業年度当たり１回限り

とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、市長の定める

期日までに伊東温泉競輪地域振興事業補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書

類を添付して、市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書（第２号様式） 

⑵ 事業予算書（第３号様式） 

⑶ 見積書の写し 

⑷ 申請者概要書（第４号様式） 

⑸ 誓約書（第５号様式） 

⑹ 定款その他これに類するものの写し 

⑺ その他市長が必要と認める書類 



（審査） 

第７条 市長は、前条の規定による交付の申請があったときは、その内容について公益性、 

必要性、地域性等について、当該申請に係る補助金の交付が適当であるか否かを審査す

るとともに、別に定める伊東温泉競輪地域振興事業補助金補助事業者選定委員会の意見

を聴いた上で、交付の決定をしなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の審査の結果、補助金の交付を決定したときは、速やかに伊東温泉

競輪地域振興事業補助金交付（不交付）決定通知書（第６号様式）により申請者に通知

しなければならない。 

（補助対象事業の変更申請） 

第９条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。） 

が補助対象事業の内容を変更し、又は補助対象事業を中止するときは、次に掲げる書類

を市長に提出しなければならない。ただし、補助金の額に影響を及ぼさない軽微な変更

については、この限りでない。 

⑴ 伊東温泉競輪地域振興事業補助金変更承認申請書（第７号様式） 

⑵ 伊東温泉競輪地域振興事業補助金中止届出書（第８号様式） 

２ 市長は、前項第１号の申請があったときは、その内容を審査し、承認の可否を決定し、 

伊東温泉競輪地域振興事業補助金変更承認（不承認）決定通知書（第９号様式）により、 

補助事業者に通知しなければならない。 

（実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助対象事業が完了した後、速やかに伊東温泉競輪地域振興事

業補助金実績報告書（第１０号様式）に次の書類を添付して、市長に提出しなければな

らない。 

⑴ 事業報告書（第１１号様式） 

⑵ 事業決算書（第１２号様式） 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の伊東温泉競輪地域振興事業補助金実績報告書の提出期限は、補助対象事業を完

了した日から起算して１月を超えない日又は当該補助金の交付決定に係る年度の末日の

いずれか早い日までとする。 

（補助金の額の確定） 



第１１条 市長は、前条の規定により報告書の提出を受けたときは、その内容を審査し、

適当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、伊東温泉競輪地域振興事業補助

金交付額確定通知書（第１３号様式）により補助事業者に通知しなければならない。 

（補助金の交付請求） 

第１２条 前条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を請求しようとす

るときは、伊東温泉競輪地域振興事業補助金交付請求書（第１４号様式）を市長に提出

しなければならない。 

（指導監督） 

第１３条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めるとき

は、補助事業者に対し報告又は書類の提出を求めることができる。 

（補助金の返還等） 

第１４条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金

の交付の決定を取り消し、又は補助金の返還を命じることができる。 

⑴ 補助金を補助の目的以外に使用したとき。 

⑵ 補助金の交付の決定に付された条件を守らなかったとき。 

⑶ この要綱に基づき提出された申請書、報告書等の内容が虚偽であったとき。 

⑷ 補助事業者が、補助対象事業に関し法令に違反する行為を行ったとき。 

（補助対象事業の表示） 

第１５条 補助事業者は、補助金の交付を受けて取得した設備等について、市長が別に定

める伊東温泉競輪地域振興事業のロゴマークにより、伊東温泉競輪地域振興事業補助金

交付事業である旨の表示を行わなければならない。 

（取得した機械、器具、設備等の処分制限） 

第１６条 補助事業者は、補助金の交付を受けて取得した機械、器具、設備等について、

当該機械、器具、設備等を補助金の交付の目的以外の目的で使用し、若しくは移設し、

又は贈与し、売却し、若しくは貸付けの対象としてはならない。ただし、補助対象事業

が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年を経過したときは、この限りでな

い。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 



この要綱は、公示の日から施行する。 

別表（第４条関係） 

補助対象経費 内    容 

報酬 補助対象事業の実施に必要な講師等の謝礼等人件費 

消耗品費 補助対象事業の実施に必要な物品（備品購入費の対象となる物品

を除く。）の購入又は製造に要する経費 

備品購入費 補助対象事業の実施に必要な物品（５年以上継続して使用できる

物品に限る。）の購入又は製造に要する経費 

印刷製本費 補助対象事業で使用するパンフレット、リーフレット等の印刷製

本費 

委託料 補助対象者が直接実施することができないもの又は適当でないも

のについて、他の事業者に委託するために必要な経費 

借料及び損料 補助対象事業の実施に必要なリース又はレンタルに要する経費 

諸経費 補助対象事業の実施に必要な通信運搬費、光熱水費その他の料金

であって、使用に伴いその金額が算出できる経費 

その他の経費 補助対象事業の実施に必要な経費で、市長が特に必要かつ適当と

認める経費 

備考 賃借物件等の保証金、敷金、仲介手数料、借入金等の支払利息及び遅延損害金、

新聞代等の消耗品代（広告宣伝に係る成果物は除く。）、団体等の会費、弁護士費

用、保険料等に係る費用及び団体を運営するための経常的な経費は、対象外とする。 

 


